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はじめに 

 
 
 

 本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「グリーンネットワーク・シ

ステム技術研究開発プロジェクト（グリーン IT プロジェクト）」（事後評価）の研究

評価委員会分科会（第１回（平成２５年９月４日）、及び現地調査（平成２５年７月

１７日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技

術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３７回研究評価委員会（平成２５年１２

月４日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
研究評価委員会「グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジェクト 

（グリーンITプロジェクト）」分科会 
（事後評価）  
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６より抜粋） 
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「グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジェクト 
（グリーン IT プロジェクト）」 

全体の研究開発実施体制 
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「グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジェクト 
（グリーン IT プロジェクト）」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
グローバル化した今日のネット社会における基幹インフラであるデータセンタは、

超大規模化・高密度化が進み、消費電力が急増している。このデータセンタについて、

ファシリティ(空調設備等)、サーバー、ストレージ、ネットワーク機器など全ての要

素について省エネルギーを検討し、30％以上の電力削減を達成した成果は大きい。ま

た、実際にモジュール型データセンタ【実証テストベット】を構築し、長期にわたる

総合的な実証比較テストを行い、具体的なデータを取得したことは有意義であり、高

い評価に値する。 
一方、開発成果の実用化にあたっては、競合技術との性能面・コスト面での比較評

価が重要であり、コスト対効果の関係も明確にすべきと考えられるが、モジュール型

データセンタでの運転実績に基づく省エネルギー効果が各研究開発要素全てでは明

確に評価されておらず、コスト面での検証も不足しているように感じられる。 
なお、今回得られたデータ、特にモジュール型データセンタのそれは大変貴重なも

のであり、今後の実験施設としての存続を含めて、当該分野の学術的な進展のために

フルデータの公開をきちんと検討し実現すべきであろう。 

 
２）今後に対する提言 
産業総合研究所内に、モジュール型データセンタを構築できているため、今後この

施設をいかに効率的に利用して、データセンタの省エネルギー化に向けて細かい改良

を積み上げる努力を継続的に行っていくことが重要と考える。また、実際の商用デー

タセンタにおいては、研究された要素の内いくつかを選択して適用することになるが、

適用した場合の前後の効果差についてシミュレーションできるツール、方法論などが

開発されていれば、より実用化の実現性が高まると思われる。 
一部の技術は既に製品化に向けて動いているようであり積極的にそうすべきであ

ろう。一方、冷却等の一部においては、国際的な学術発表や、既存のライバルたる製

品動向をきちんとふまえ、課題を明確化し今後の反省材料とすべきである。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
データセンタの各要素(ファシリティ、サーバー、ストレージ、ネットワーク機器)
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の省エネを進めることは、日本の電力削減ばかりでなく、日本の関連産業（(機器、

データセンタサービス)の国際競争力を高めることになり、意義が大きい。また、得

られる成果は直接的にエネルギーや CO2 等の環境指標に還元し、そこから ROI をあ

る程度計算できるので、それがなされていた点、および実際に提示されていた数字も、

本事業の高い公共性と妥当性を示している。さらに、幅広い技術を総合してシステム

化することが求められるため、民間企業のみでは限界があり、NEDO が関与し産官

学の連携を促進することは重要である。 
 一方、震災後は、大規模停電を防ぐための昼間のピークシフト、あるいは受給要

請要求への対応によるピーク電力の削減と、石油や天然ガスなどの輸入エネルギーを

減少させるためのエネルギーの削減が重要である。本プロジェクトでは、消費電力総

量の削減と受給要請要求への対応を目的としているが、例えば、ピーク電力の削減の

観点から設備投資額を考慮したとき、どの技術がよいのか検討評価等を考慮する必要

がある。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
電力削減 30％という目標設定は、プロジェクト開始当時の技術的な状況や将来の

見積もりなど勘案しても、妥当なレベルである。またこのように数値目標を設定した

事により、目標の達成度が明確になり、また実際個々のテーマについてこれを達成す

る事ができた点は評価される。また、研究開発マネジメントのための技術委員会の開

催が適正に行われており、さらに実施者間の情報共有のための会議も適切に行われて

いる。特に中間評価を受けて、モジュール型データセンタの形で技術を評価する場を

設けたことは、このプロジェクト内だけでなく、今後の研究開発上のベースとなる環

境を整えたと考える。 
一方、省電力技術を取り巻く世の中の技術動向はこの 5 年間で大きく変わって来て

おり、今後そこに如何に上手く成果を反映させていくかが重要である。また、光バッ

クプレーン等一部のテーマではサーベイ不足や研究開発自身の方向性の転換の欠落

が表れており、研究マネジメントの課題例として検討すべきであろう。 
更にプロジェクト終了後にどのような体制で技術開発や事業化などを引き続き進

めて行くのかがはっきりしない。成果を結実させるためには、どのような体制で進め

て行けば良いか、検討が必要であると考えられる。 

 
３）研究開発成果について 
プロジェクト全体として当初の目的である年間消費電力量の 30%削減を達成して

いる。研究開発テーマごとにバラつきはあるが、クラウド・ストレージや、構内ルー

タのテーマなどでは、先進性が高く、かつ産業展開可能な高度な成果が得られている。

また、モジュール型データセンタにおける実証データの取得は成果の妥当性の象徴の
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実証に大いに役立っている。特許も国際特許を中心にかなり取っているため、海外事

業展開も準備できている。さらに、国際トップカンファレンスや国際ジャーナルにお

ける論文の掲載等、成果の普及も適切に行われている。 
一方、冷却や光バックプレーンなどのテーマでは競合技術や製品に対する優位性を

充分に示せていないと感じられた。さらにモジュール型データセンタでの運転実績デ

ータは、非常に貴重なデータであるので、研究開発テーマごとの省エネルギー効果を

評価する等、詳細分析を実施してほしかった。また、ネットワーク関連の研究開発は、

通信事業者を対象としたグローバルなネットワーク全体を主たる対象としていたが、

クラウドコンピュータ時代のデータセンタ内におけるネットワークという視点での

研究が深化されると更に有効なものになると考えられる。 

 
４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
要素技術としては各受託企業が実用化を進めており、一部の技術については既に製

品化が行われたり、導入予定が立っていたりする点は評価できる。まだ具体的な事業

化の話が無い技術についても、実現された技術レベルの高さから、コストなどの課題

がクリアできれば事業化が進むであろうと考えられるものもある。 
一方、プロジェクトの構成からいって、基礎研究的な成果と製品化間近であるよう

な技術の混在があるため、研究開発テーマによって実用化・事業化に向けた取り組み

が大きくばらついている。競合技術との性能面・コスト面での比較検討が不足してい

て、冷却や光バックプレーンなど実用化・事業化に向け不安が残るテーマも散見され

た。データセンタ事業はシステム運用サービスでもあるため、単なるハードの開発に

加えて運用技術の開発も並行して行っていくべきと考える。 
他の IT 分野への波及効果として、例えば重複排除ストレージの圧縮はコストや処

理時間の削減効果が大きいにも関わらず、それが副次的な成果としてきちんと主張さ

れていないなどの例があった。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

2.1

2.6

2.3

3.0

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当                   →C
・見通しが不明        →D

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0  A A A A A A A

２．研究開発マネジメントについて 2.3  A B A C B B A

３．研究開発成果について 2.6  A B A B A B A
４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
2.1  B A B C A B B

平均値 
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＜参考＞ 

「グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジェクト」に

係る評価項目・評価基準 
 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

 (1) NEDO の事業としての妥当性 

・ エネルギーイノベーションプログラムの目標達成のために寄与している

か。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、NEDO の関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 

 (2) 事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

 

２．研究開発マネジメントについて 

 (1) 研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定している

か。 

 

 (2) 研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

 

 (3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明確

になっているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携や競争が十分に

行われる体制となっているか。 
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・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 

 (4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。  

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用

化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行われて

いるか。 

・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) 

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 

 (5) 情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に

機敏かつ適切に対応しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

 (1) 目標の達成度と成果の意義 

・ 成果は目標を達成しているか。 

・ 成果は将来的に市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待でき

るか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成まで

の課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果とし

て評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、または汎用性のある成果

については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が挙がってい

る場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学または公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合

には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 

 (2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や著作権、営業機密の管理等）は事業戦略、ま

たは実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
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 (3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われ

ているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及し

ているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

 

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 

 

 (1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確保

される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 

・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見

込めるものとなっているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確に

なっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業

化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 

 

本項目における「実用化・事業化」の考え方 

 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されるこ

とであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、

企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 


